
第
3
回　
臨
時
会

会
期 
令
和
4
年
10
月
26
日（
1
日
間
）

補
正
予
算

承
認
案
第
７
号　
全
会
一
致　
可
決

専
決
処
分
の
承
認
を
求
め
る
こ
と

に
つ
い
て

２
億
４
０
４
３
万
円
追
加

予
算
総
額　

２
８
５
億
８
３
３
０
万
円

台
風
14
号
の
災
害
発
生
に
伴
う

農
林
水
産
施
設
災
害
復
旧
費
や
公

共
土
木
施
設
災
害
復
旧
費
を
そ
れ

ぞ
れ
追
加
し
た
も
の
で
す
。

議
案
第
77
号　

全
会
一
致　
可
決

令
和
４
年
度
曽
於
市
一
般
会
計
補

正
予
算
（
第
７
号
）

８
７
８
４
万
円
追
加

補
正
後
予
算

総
額　
２
８
６
億
７
１
１
４
万
円

価
格
高
騰
緊
急
支
援
給
付
金
等

の
追
加
に
よ
り
電
力
・
ガ
ス
・
食
料

品
等
価
格
高
騰
緊
急
支
援
給
付
金

支
給
事
業
費
の
３
億
７
１
３
９
万

円
の
追
加
や
ゆ
ず
搾
汁
セ
ン
タ
ー
搾

汁
機
械
設
備
工
事
等
の
変
更
に
よ

り
、
ゆ
ず
加
工
施
設
整
備
事
業
費

を
２
億
８
３
６
１
万
円
減
額
す
る

も
の
が
主
な
も
の
で
す
。

第
4
回　
定
例
会

会
期 

令
和
4
年
12
月
９
日
か
ら

12
月
23
日
（
15
日
間
）

条
例
の
一
部
改
正

議
案
第
78
号　

全
会
一
致　
可
決

曽
於
市
職
員
の
定
年
等
に
関
す
る

条
例
の
一
部
改
正

議
案
第
79
号　

全
会
一
致　
可
決

曽
於
市
職
員
の
定
年
等
に
関
す
る

条
例
の
一
部
改
正

地
方
公
務
員
法
の
一
部
を
改
正

す
る
法
律
の
施
行
を
踏
ま
え
、
定

年
を
引
き
上
げ
る
と
と
も
に
管
理

監
督
職
勤
務
上
限
年
齢
制
限
導
入

等
に
伴
い
、
関
係
す
る
条
例
９
件

の
改
正
と
１
件
を
廃
止
す
る
た
め

の
条
例
を
制
定
す
る
も
の
で
す
。

問　

主
な
改
正
点
は
。

答　

令
和
13
年
度
か
ら
定
年
年
齢

を
65
歳
に
す
る
た
め
、
令
和
５
年

度
よ
り
２
年
に
１
歳
ず
つ
引
き
上

げ
る
も
の
で
あ
る
。
ま
た
、
60
歳

に
達
し
た
日
以
降
、
定
年
前
退
職

者
を
短
時
間
勤
務
ポ
ス
ト
に
再
任

用
さ
せ
る
こ
と
が
可
能
に
な
る
。

議
案
第
80
号　

全
会
一
致　
可
決

曽
於
市
特
別
職
の
職
員
の
給
与
に 

関
す
る
条
例
及
び
曽
於
市
議
会
議

員
の
議
員
報
酬
、
費
用
弁
償
及
び

期
末
手
当
の
支
給
に
関
す
る
条
例

の
一
部
改
正

令
和
４
年
人
事
院
勧
告
に
伴
い
、

本
市
に
お
い
て
も
、
国
の
給
与
改

定
に
準
じ
、
曽
於
市
特
別
職
（
市

長
・
副
市
長
・
教
育
長
）
及
び
市

議
会
議
員
の
特
別
給
の
給
与
改
定

を
行
う
も
の
で
す
。

議
案
第
83
号　

賛
成
多
数　
可
決

曽
於
市
国
民
健
康
保
険
税
条
例
の

一
部
改
正

鹿
児
島
県
国
保
運
営
方
針
に
よ

り
、
保
険
料
（
税
）
水
準
の
統
一

に
向
け
て
、
算
定
方
式
の
統
一
が

示
さ
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
令
和

５
年
度
よ
り
国
保
課
税
方
式
を
所

得
割
・
資
産
割
・
均
等
割
・
平
等

割
の
４
方
式
か
ら
資
産
割
を
廃
止

し
て
、
残
り
の
３
方
式
に
改
正
す

る
も
の
で
す
。

問　

所
得
割
・
均
等
割
・
平
等
割

の
税
率
（
額
）
は
無
限
に
組
合
せ

が
考
え
ら
れ
る
が
、
ど
の
よ
う
な

考
え
の
も
と
に
決
定
し
た
の
か
。

答　

で
き
る
だ
け
低
所
得
者
層
の

負
担
増
に
な
ら
な
い
よ
う
に
、
具

体
的
に
は
所
得
割
及
び
資
産
割
が

な
い
高
齢
者
の
負
担
増
が
月
額

１
０
０
円
以
下
に
な
る
よ
う
、
何

度
も
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
を
行
っ

た
。
さ
ら
に
国
保
税
の
総
額
が
現

行
以
下
に
な
る
よ
う
に
、
全
体
的

な
バ
ラ
ン
ス
を
考
慮
し
て
何
度
も

算
定
し
た
。

問　

一
般
会
計
か
ら
の
法
定
外
繰

入
金
は
今
後
ど
の
よ
う
に
な
る
の

か
。

答　

今
後
は
段
階
的
に
解
消
さ
れ

て
い
く
。

問　

資
産
割
の
な
か
っ
た
世
帯
で

は
こ
れ
ま
で
よ
り
負
担
増
と
な
る

の
か
。

答　

負
担
増
と
な
る
。

令和 5年度までに県内での国保課税方式を

4 方式 から 3方式へ !!

所得割

資産割

均等割

平等割

資産割

所得割

均等割

平等割
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意
見　

市
当
局
及
び
議
会
は
、
国

保
税
の
改
正
に
暫
定
期
間
を
設
け

る
な
ど
、
国
や
県
に
意
見
を
伝
え

る
べ
き
で
あ
る
。

議
案
第
84
号　

全
会
一
致　
可
決

曽
於
市
地
域
振
興
住
宅
条
例
の
一

部
改
正

曽
於
市
地
域
振
興
住
宅
譲
渡
条

例
に
基
づ
き
、
深
川
団
地
１
戸
及

び
柳
迫
団
地
１
戸
を
譲
渡
す
る
こ

と
に
伴
い
、
関
連
す
る
規
定
を
改

正
す
る
た
め
、
条
例
の
一
部
を
改

正
す
る
も
の
で
す
。

契
約
の
変
更

議
案
第
85
号　

全
会
一
致　
可
決

大
内
田
地
区
頭
首
工
災
害
復
旧
工

事
請
負
契
約
の
変
更

令
和
３
年
９
月
30
日
に
議
決
し

た
大
内
田
地
区
頭
首
工
災
害
復
旧

工
事
請
負
契
約
に
つ
い
て
工
法
の

追
加
に
よ
り
契
約
変
更
す
る
も
の

で
す
。

◆
変
更
契
約
金
額

　
３
億
３
９
１
０
万
円

　
（
３
９
９
０
万
円
の
増
額
）

◆
工
期

令
和
５
年
３
月
27
日
ま
で

（
11
日
間
延
長
）

損
害
賠
償

議
案
第
86
号　

全
会
一
致　
可
決

損
害
賠
償
の
額
を
定
め
る
こ
と
に

つ
い
て

令
和
４
年
５
月
13
日
に
売
買
契

約
を
締
結
し
た
上
町
地
区
宅
地
分

譲
地
の
曽
於
市
末
吉
町
上
町
６
丁

目
１
番
２
に
お
い
て
、
地
中
か
ら

産
業
廃
棄
物
等
の
埋
設
物
が
発
見

さ
れ
、
宅
地
改
修
の
示
談
に
伴
う

損
害
賠
償
の
額
を
定
め
る
た
め
提

案
さ
れ
た
も
の
で
す
。

指
定
管
理
者
の
指
定

議
案
第
87
号　

全
会
一
致　
可
決

指
定
管
理
者
の
指
定

（
財
部
温
泉
健
康
セ
ン
タ
ー
）

財
部
温
泉
健
康
セ
ン
タ
ー
の
指

定
管
理
者
を
株
式
会
社
メ
セ
ナ
末

吉
に
令
和
５
年
４
月
１
日
か
ら
令

和
10
年
３
月
31
日
ま
で
指
定
す
る

も
の
で
す
。

今
回
の
公
募
に
よ
る
応
募
者
数

は
２
者
で
あ
り
、
指
定
管
理
選
定

委
員
13
人
中
11
人
に
よ
る
選
定
基

準
・
評
価
に
よ
り
点
数
制
で
採
点

を
行
い
、
株
式
会
社
メ
セ
ナ
末
吉

を
選
定
し
た
と
の
説
明
が
あ
り
ま

し
た
。

意
見　

選
考
過
程
に
つ
い
て
、

①
応
募
施
設
の
役
員
が
選
考
委
員

と
し
て
同
席
し
て
い
る
。
採
点

に
は
加
わ
っ
て
い
な
い
が
最
初

か
ら
除
斥
す
べ
き
で
あ
る
。

②
指
定
管
理
料
の
配
点
が
低
い
。

も
っ
と
上
げ
る
べ
き
で
あ
る
。

③
審
査
時
の
指
定
管
理
料
で
契
約

す
べ
き
で
あ
る
。

議
案
第
88
号　

全
会
一
致　
可
決

指
定
管
理
者
の
指
定

（
曽
於
市
ゆ
ず
搾
汁
セ
ン
タ
ー
）

曽
於
市
ゆ
ず
搾
汁
セ
ン
タ
ー
の

指
定
管
理
者
を
株
式
会
社
メ
セ
ナ

食
彩
セ
ン
タ
ー
に
令
和
５
年
４
月

１
日
か
ら
令
和
10
年
３
月
31
日
ま

で
指
定
す
る
も
の
で
す
。

問　

令
和
６
年
度
か
ら
同
セ
ン

タ
ー
の
搾
汁
レ
ー
ン
が
増
設
さ
れ

る
が
、
人
員
の
見
通
し
が
立
っ
て

い
る
の
か
。

答　

現
在
、
食
彩
セ
ン
タ
ー
の
職

員
３
名
を
含
む
10
名
ほ
ど
で
対
応

し
て
お
り
、
搾
汁
機
械
は
現
状
の

４
レ
ー
ン
か
ら
８
レ
ー
ン
に
な
る

こ
と
で
作
業
能
率
が
１
・
３
倍

ほ
ど
向
上
す
る
見
込
み
で
あ
る

が
、
季
節
労
働
的
な
も
の
な
の
で
、

レ
ー
ン
が
増
え
て
も
対
応
可
能
で

あ
る
。

補
正
予
算

議
案
第
89
号　

全
会
一
致　
可
決

令
和
４
年
度
曽
於
市
一
般
会
計
補

正
予
算
（
第
８
号
）

２
３
０
５
万
円
追
加

補
正
後
予
算

総
額　
２
８
６
億
９
４
２
０
万
円

給
与
の
改
正
に
よ
り
給
料
、
職

員
手
当
や
共
済
費
等
の
２
０
０
９

万
円
や
宅
地
改
修
費
用
賠
償
金
の

２
９
６
万
円
の
追
加
が
主
な
も
の

で
す
。

議
案
第
96
号　

全
会
一
致　
可
決

令
和
４
年
度
曽
於
市
一
般
会
計
補

正
予
算
（
第
９
号
）

12
億
４
３
３
３
万
円
追
加

補
正
後
予
算

総
額　
２
９
９
億
３
７
５
４
万
円

総
務
常
任
委
員
会（

岩
水 

豊
委
員
長
）

【
南
九
州
畜
産
獣
医
学
拠
点
事
業
】

競
走
馬
振
興
特
別
事
業
分

４
億
１
３
２
９
万
円
、
周
辺
整
備

事
業
分
３
５
１
２
万
円
の
追
加
が

主
な
も
の
で
あ
る
と
の
説
明
が
あ

り
ま
し
た
。

3 ☆本紙では、主な事柄を抜粋して掲載しております。



意
見　

①
誘
客
を
図
る
乗
馬
事
業
の
計
画

運
営
に
つ
い
て
は
、
シ
ミ
ュ

レ
ー
シ
ョ
ン
で
日
本
の
乗
馬
人

口
の
推
移
な
ど
の
数
値
を
基
に

し
て
い
る
が
、
開
設
後
の
施
設

全
体
の
管
理
費
を
含
め
、
再
度
、

精
査
す
る
よ
う
に
。

②
臭
気
の
問
題
や
利
用
者
の
駐
車

場
の
確
保
、
利
便
性
に
つ
い
て

も
、
明
確
な
説
明
を
求
め
る
。屋内馬場イメージ

文
教
厚
生
常
任
委
員
会

（
上
村 

龍
生
委
員
長
）

【
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症

対
策
事
業
費
】

傷
病
見
舞
金
に
つ
い
て
、
こ
れ

ま
で
支
給
し
て
い
た
１
人
３
万
円

の
見
舞
金
は
、
令
和
４
年
12
月
31

日
ま
で
の
感
染
者
で
支
給
を
終
了

す
る
と
の
説
明
が
あ
り
ま
し
た
。

問　

申
請
は
い
つ
ま
で
で
き
る
の

か
。

答　

令
和
５
年
３
月
末
ま
で
で
あ

る
。

【
末
吉
小
学
校
改
築
計
画
】

問　

今
後
の
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
は
。

答　

基
本
構
想
・
基
本
設
計
に
基

づ
く
プ
ロ
ポ
ー
ザ
ル
審
査
を
令
和

６
年
２
月
ま
で
に
実
施
予
定
で
あ

る
。

問　

基
本
構
想
・
基
本
設
計
と
プ

ロ
ポ
ー
ザ
ル
審
査
と
は
。

答　

基
本
構
想
は
教
育
委
員
会
と

し
て
の
方
針
を
示
す
仕
様
書
の
よ

う
な
も
の
で
あ
り
、
プ
ロ
ポ
ー
ザ

ル
審
査
で
は
、
実
際
に
建
設
す
る

校
舎
等
の
提
案
を
し
て
い
た
だ
く

も
の
で
あ
る
。

意
見　

基
本
構
想
・
基
本
設
計
と

プ
ロ
ポ
ー
ザ
ル
審
査
の
棲
み
分
け

に
つ
い
て
、
今
後
、
考
慮
を
す
べ

き
で
は
な
い
か
。

産
業
建
設
常
任
委
員
会

（
九
日 

克
典
委
員
長
）

【
現
年
発
生
公
共
土
木
施
設
災
害

復
旧
費
】

市
単
独
災
害
復
旧
工
事
25
件

１
６
４
０
万
円
、
公
共
土
木
災
害

復
旧
工
事
32
件
３
億
５
５
７
０
万

円
の
工
事
請
負
費
の
ほ
か
、
そ
れ

に
関
連
す
る
用
地
取
得
費
、
立
木

補
償
及
び
電
柱
移
転
補
償
が
主
な

も
の
で
あ
る
と
の
説
明
が
あ
り
ま

し
た
。

【
森
林
環
境
譲
与
税
事
業
の
林
業

就
業
支
援
講
習
業
務
委
託
料
】

問　

ど
の
よ
う
な
内
容
か
。

答　

こ
の
講
習
は
定
員
10
名
で
20

日
間
コ
ー
ス
と
な
っ
て
お
り
、
他

県
の
林
業
大
学
校
で
は
１
年
か
ら

２
年
掛
け
て
取
る
資
格
を
20
日
間

で
３
種
類
取
る
こ
と
が
で
き
、
鹿

児
島
県
内
で
も
本
市
だ
け
と
な
っ

て
い
る
。
現
在
３
年
目
を
迎
え
る

が
、
こ
れ
に
よ
っ
て
林
業
就
業
者

数
が
増
加
し
て
お
り
、
そ
の
効
果

が
国
か
ら
交
付
さ
れ
る
譲
与
金

（
森
林
環
境
譲
与
税
）
の
増
額
に

寄
与
し
て
い
る
。

陳
　
情

陳
情
第
８
号　
賛
成
少
数
で
不
採
択

川
内
原
発
の
20
年
延
長
運
転
期
間

に
関
す
る
陳
情
書

本
陳
情
は
、
運
転
開
始
か
ら
あ

と
数
年
で
40
年
を
迎
え
る
川
内
原

発
の
運
転
期
間
延
長
認
可
申
請
に

つ
い
て
、
住
民
の
安
心
・
安
全
な

暮
ら
し
が
守
ら
れ
る
と
い
う
確
証

な
し
に
20
年
運
転
期
間
延
長
は
認

め
ら
れ
な
い
と
の
決
議
と
国
の
関

係
機
関
へ
の
意
見
書
の
提
出
を
求

め
る
内
容
で
す
。

意
見　

現
在
、
九
州
電
力
が
原
子

力
規
制
委
員
会
に
運
転
期
間
延
長

認
可
に
係
る
申
請
書
を
提
出
し
、

原
子
力
規
制
委
員
会
に
お
い
て
審

査
中
で
あ
る
こ
と
や
、
電
力
に
つ

い
て
は
原
子
力
に
頼
ら
ざ
る
を
得

な
い
現
状
か
ら
、
本
市
議
会
と
し

て
は
、
陳
情
内
容
に
よ
る
20
年
運

転
期
間
延
長
に
反
対
と
の
判
断
は

で
き
な
い
。

【訂正について】
議会だより第70号P 6政治倫理審査

会の設置の欄に表現の誤りがありまし
たので訂正してお詫び申し上げます。
誤：「市議会では 1人当たりの割当て

使用量を 1月あたり 2ギガバイト
と取り決めている。」

正：「市議会では 1人当たりの割当て
使用量を 1月あたり 2ギガバイト
のシェアプラン（全60台の120ギ
ガバイト）での使用をお願いして
いた。」
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